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熊本地震における支援調整（コーディネーション）イメージ

熊本

北部地域

益城

南部地域

• 支援団体（地元・県外）等が集まるオー
プンな情報共有の場

• 熊本県内で活動する団体の情報共有
• 被災地域の情報提供
• 行政の情報提供（県、市、内閣府）
• シーズやニーズのマッチング
※これまでに80回開催、230団体以上の活動情報を
収集

地域情報（活動、ニーズ、課題など）

地域担当
・地域の情報収集（行政、社協、NPO等） “Information”
・市町村域ネットワーク構築／サポート “Network”
・支援マッチング（コーディネート） “Coordination”

熊本地震・支援団体火の国会議

県・県社協・NPO連携会議
市・市社協・NPO連携会議

• 県と市で社協やNPO等との連携の場
• NPO、災害VCの活動状況の共有
• 行政の支援施策の共有
• 支援課題の解決
※これまでに30回以上の開催

支援課題など

ＮＰＯ
ＮＧＯ

支援団体
（地元・県外）

施策情報
解決策など

他団体情報
地域情報など

参加
活動情報

支援活動の実施
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内閣府と
厚生労働省
も出席

４月19日(火)の県・ＮＰＯ・国の協議の様子
この会合が熊本地震・支援団体火の国会議に発展する。
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「熊本地震・支援団体火の国会議」の様子（４月30日(土)）
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熊本地震における支援調整（コーディネーション）
参考資料

（別添）

１．ボランティアの活動状況
２．避難所の環境改善
３．（参考）全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

（ＪＶＯＡＤ）等

（※）首相官邸ＨＰ「熊本県熊本地方を震源とする地震について」
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/h280414earthquake.html

に掲載されている「非常災害対策本部会議資料」より抜粋
（同会議は平成２８年６月１６日まで全３１回開催されており、
各資料に記載の内容は会議開催時点のもの。）
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No. 市町村名 開設日 募集範囲 主な活動内容

参加実績
（単位：人） No. 市町村名 開設日 募集範囲 主な活動内容

参加実績
（単位：人）

5/11 累計 5/11 累計

熊
本
県

1 菊池市 4/19 市内
※ニーズ調査、ボランティア
受付のみ

- 661 9 合志市 4/22 市内 ニーズ調査 - 679

2 宇土市 4/19 熊本県内
避難所運営サポート、支援物
資仕分けなど

21 2,235 10 菊陽町 4/22 熊本県内
避難所の運営サポート、
支援物資の仕分け、被
災家屋の片付けなど

5 1,493

3 宇城市 4/19 全国
避難所運営サポート、支援物
資の仕分け、在宅の要配慮
者の生活復旧など

108 2,581 11 美里町 4/22 町内 ニーズなし 0 183

4 南阿蘇村 4/20 熊本県内
避難所運営サポート、支援物
資の運搬など

57 2,603 12 西原村 4/24 全国
被災家屋の片付け、子
どもの遊び相手など

105 2,927

5 山都町 4/21 町内
ニーズなし(防災無線を活用
し最終的なニーズ掘起し中) 0 163 13 甲佐町 4/25 県内

被災家屋の片付け、瓦
礫撤去など

23 517

6 益城町 4/21 全国
避難所運営サポート、支援物
資の運搬など

440 9,164 14 阿蘇市 4/26 －
5/3で災害ボランティア
センターを閉鎖

- 718

7 熊本市 4/22 全国
ボランティア依頼のポスティン
グ作業およびセンターの運営
支援

560 15,619 15 嘉島町 4/26 熊本県内 41 756

8 大津町 4/22 九州内
被災家屋の片付け、清掃活
動など

40 1,423 16 御船町 準備中 九州内
支援物資の仕分けと運
搬など

27 989

大
分
県

1 由布市 4/20 －
4/26で災害ボランティアセン
ターを閉鎖 - 204 2 竹田町 準備中 － － －

当日参加者人数 1,427人 ／ 累計参加者人数 42,915人

ボランティアの活動状況について
一般の個人ボランティアを受け入れて、被災者の支援活動を行うボランティアセンター。
被災地の各市町村社福祉協議会（以下社協）が、行政や県社協、全社協などと連携して開設・運営。

【各ボランティアセンターの状況】 ※５月11日の参加実績（厚生労働省資料をもとに内閣府にて作成）

１．ボランティアの活動状況～社会福祉協議会が運営するボランティアセンターについて～
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入
口

避難所アセスメント

○熊本県関係部局、熊本市の協力を得て、「火の国会議」
参加ＮＰＯ等が、５月２日(月)～４日(水)に熊本県内の全
ての避難所を対象としたアセスメントを実施

○「火の国会議」参加ＮＰＯ等が直接調査した118箇所の
避難所については５月６日(金)に熊本県及び政府現地対
策本部に報告した。

○結果を受け、火の国会議参加のNPO等が避難所の生活
環境の向上を図っている。

避難所の環境改善

避難所アセスメントの様子
出典：みらいサポート石巻（火の国会議参加団体）

入口付近
は高齢者
等のゾーン

一般避難
者のゾーン

子供連れ家庭のゾーンＮＰＯが協力した
避難所の空間整序の例

JAR（難民支援協会）等が宇城市
と連携し、宇城市松橋総合体育文
化センターにおいて、避難者が主
体的に避難所運営に関わるよう
に巻き込みつつ、空間を整序した。

５月11日(水)撮影
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火の国会議参加ＮＰＯが熊本県から
依頼を受け、寄贈品を仕分け・配送

(４月27日開始)

火の国会議受託倉庫（熊本市西区上熊本）

参加・協力団体：
セカンドハーベストジャパン
ピースボート災害ボランティアセンター
レスキューストックヤード
ＷＦＰ（国連世界食糧計画） 等

全量

企業から県への大
ロットの寄贈品

例）カップ麺 ５万食等

・個人から県への
寄贈品

・企業から県への
小ロットの寄贈品

企業や個人から
ＮＰＯへの寄贈品

（各団体が直接扱
うものを除く）

全量
県
が
市
町
村
の
ニ
ー
ズ
と
マ
ッ
チ
ン
グ
で
き
た
も
の

避難所、被災者等

できないもの

（市町村からの
連絡がないもの）

配送ＮＰＯ

４月２７日開設当初の様子
（写真提供：ＪＶＯＡＤ）

市町村

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（ＪＶＯＡＤ）
構成予定団体（６月法人化予定）

特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター
特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフォーム
震災がつなぐ全国ネットワーク
公益社団法人 日本青年会議所
特定非営利活動法人 日本NPOセンター
社会福祉法人 全国社会福祉協議会
日本生活協同組合連合会
東京災害ボランティアネットワーク
チーム中越
カリタスジャパン
一般社団法人 クロスオーバーラボ
一般社団法人 情報支援レスキュー隊
特定非営利活動法人 難民支援協会
特定非営利活動法人 難民を助ける会
東日本大震災支援全国ネットワーク
一般社団法人 ピースボート災害ボランティアセンター
特定非営利活動法人 レスキューストックヤード

参考資料
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くまもと災害ボランティアネットワークの設立について 

１.設立の趣旨 

今般の熊本地震においては、熊本県内外から数多くの産官学民の支援を受け、現在も県民が一丸となり、

復旧・復興に向け取り組んでいます。この状況の中で、県内外から集まった大勢のボランティアの力は、非

常に重要な位置を占め、行政の限界を超えた膨大で多様なニーズに柔軟に対応できる力として「災害ボラン

ティア活動」の意義と重要性が再認識され注目を集めました。 

今回の災害で私たちが得た支援のノウハウは熊本県の財産でもあり、県内団体等が行った支援活動をふり

かえり、その課題も検証する必要があります。 

今後、災害そのものを防ぐことはできませんが、被災地としてこの貴重な経験を活かし、助け合いの精神

とともに将来に向けて県内被災地の復興へと繋げ、いつまたどこで今回のような大規模な災害が発生するか

予測はできないものの、その時のため、平時からの災害ボランティアの共同体としての相互扶助関係の構築

が急務と捉えています。 

そのためにも、災害支援と復旧・復興を担う組織を立ち上げ、人材の育成を図ることを目的に、『くまも

と災害ボランティアネットワーク』を設立することとしました。 

２.くまもと災害ボランティアネットワークの機能 

①平時に行う活動 

・ネットワークの形成による連携強化と情報の共有・発信 

全国の災害支援ＮＧＯやＮＰＯ等の災害ボランティア団体との情報交換を常時行い、支援活動の情報

を共有します。また、熊本県内外の災害・防災に関する事象を記録するだけでなく、ＳＮＳや出版物等

により熊本県民へ広く広報します。 

・ストックヤードの情報共有 

県内外の被災地ですぐにボランティア活動に着手できるように、レスキュー資機材の備蓄状況の把握

と情報を共有します。 

・災害者支援を行う人材育成 

災害発生初動時に機動力を発揮するため、人材派遣の必要性を把握する災害先遣隊要員を育成します。

また、その後のボタンティアセンター立ち上げ時のボランティアコーディネーター等の人材を育成しま

す。 

②被災地で想定する活動 

・被災者、住民、地域ニーズの全体像の把握 

県内外で発災した直後に派遣する先遣隊情報を基に、必要な支援状況の把握を行ないます。 

・支援活動のコーディネーション 

支援団体などへの情報共有と支援団体間のコーディネーションを行い、支援活動を実施するための資

材・人材などを効果的に投入します。 

・復旧・復興に向けた支援策の提言 

既往の災害対応で得た支援ノウハウを基に、災害規模や地域の実情に応じた支援策の提言と支援後の

検証を行います。 

３.構成団体・機関（案）※詳細については裏面参照 

産：熊本県商工連合会、熊本県生活協同組合連合会 

官：熊本県、熊本市、熊本市民活動支援センター、熊本市男女共同参画センター、熊本県社会福祉協議会 

熊本市社会福祉協議会 

学：熊本県内の各大学 

民：ＪＣ熊本ブロック協議会、熊本青年会議所、熊本 YMCA、ほか設立に賛同するＮＰＯ等の団体 

４.スケジュール案 

７月２３日 準備会の設立：くまもと災害ボランティアネットワーク設立実行委員会 

（熊本地震・支援団体火の国会議、ひごまる会議参加団体を基盤として構成） 

８月２５日 準備会による勉強会（構成団体・機関への呼びかけ） 

８月３０日 構成案、企画案の素案策定（予定） 

９月１７日 運営計画案、規約案等の素案策定、第１回幹事会の開催（予定） 

１０月 １日 設立総会の最終調整、第２回幹事会の開催（予定） 

１０月２２日 設立総会（予定） 
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